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１．はじめに 

2001 年の同時多発テロ以降，企業における事業継続計画(BCP)の重要性が認識されるようになってきている．

内閣府は「事業継続ガイドライン 第一版」1)を示し，これに基づいて，自治体，企業等様々な事業主体で地震

災害を対象とする BCP が作成されはじめている．しかし，土木学会地震工学委員会地震リスクマネジメントと

事業継続性小委員会 2)では，従来の BCP 策定においては，地震リスクマネジメント(SRM)等の地震工学分野の

有用な知見・技術が十分活用されてはおらず，必ずしも実効性のある BCP になってはいないのが現状であると

して，より定量的かつ実効性の高い BCP の普及・啓蒙を目的として，BCP の現状と課題の分析を行うとともに，

SRM 等の技術を活用した BCP の枠組みの提言を目指した活動を行うワーキンググループを立ち上げている． 

BCP 策定には，企業の直接被害と間接被害の両方を考えなければならない．例えば，中村・遠藤 3)は BCP 策

定に役立つ情報の整備を目標に，建物に要求される機能をシステムとして捉え，損傷相関を考慮したシステム

の機能停止期間の評価方法として，建物の復旧過程を把握できる復旧曲線と脆弱な部位や復旧を遅らせる部位

(ボトルネック)となる構成要素を判断するボトルネック曲線を提案している． 

一方，地震による建物の直接被害を低減するとともに，間接的な被害への対応も考えておかなければならな

い．製造業では，工場の稼動を継続するだけでなく，生産したものを供給する物流の維持，すなわち，サプラ

イチェーンマネジメント(SCM)を含めた BCP が必要である．このような観点から，西川ら 4)は複数の拠点がサ

プライチェーン(SC)で結ばれている企業の業務停止期間を確率論的に評価するリスク解析手法を提案した．ま

た，臼田・吉澤 5)は地震発生による建物(製造拠点・物流拠点)の被害予測に加えて，周辺のライフライン(道路

等)の被害予測を行い，地震発生時の製造から物流に至るSCに対するBCP策定を支援するシステムを開発した． 

2009 年 8 月 11 日の駿河湾を震源とする地震では，東名高速道路が寸断され，物流に多大な影響を及ぼした

が，SCM を含めた BCP の策定に対して非常に重要な教訓を与えるものである．地震による構造物の被害は全

体として比較的少なかったことから，直接被害は比較的少ないものと考えられるが，今回，発生した甚大な間

接被害については，実地震被害に基づく貴重な教訓から学び今後の BCP 策定に生かしていくことが重要である．

そこで本研究では，2009 年 8 月 11 日の駿河湾を震源とする地震の際，東名高速道路が寸断されたことによる，

目的地までの到着の遅れ時間に着目した経済的損失の評価を試みる． 

 

２．損失の算出 

本研究では，迂回や交通渋滞による目的地までの到着の遅れを経済的損失とみなすことのできる手法として，

主に，道路の費用便益分析で用いられている，以下の式を用いる 6)． 

走行時間の価値(円)＝時間価値原単位(円／分・台)×走行時間(分)×交通量(台) 

ここで，時間価値原単位とは，自動車１台の走行時間が１分短縮された場合のその時間の価値を貨幣換算した

ものである 7)．ここで算出される価値にはトラック事業者の従業員の機会費用，車両の機会費用，貨物の機会

費用が含まれている．本研究では，この式から算出される走行価値を，走行時間が 1 分延長(遅延)したときの

価値(損失)として考える． 

本研究の対象車種は小型貨物車及び普通貨物車とし，対象区間は地震発生時から全線規制解除まで不通とな

っていた東名高速道路の袋井 IC～焼津 IC(上り，48.5km)と，その迂回路に相当する国道 1 号の堀越 IC～広幡

IC間(約 42km)とする．東名高速道路のこの区間の走行時間は高速日和 8)より算出し，国道 1号のこの区間では，
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図 1 対象区間の東名高速道路と国道 1 号 

表 1 東名通常時と国道 1 号渋滞時の走行価値から算出された損失額 

対象車種 
時間価値原単位 

(円／分・台) 

①東名通常時の 

走行価値(円) 

②1 号渋滞時の 

走行価値(円) 

小型貨物車 47.91 8,307,996 53,622,581 

普通貨物車 64.18 13,490,123 87,069,752 

 21,798,119 140,692,333 計

② － ① = 損失額(円) 

140,692,333 21,798,119 = 118,894,214 －

東名高速道路の通行止め時(8 月 13 日，8 月 14 日)において，国土交通省によって 3 時間ごとに所要移動時間が

実走で計測されたデータ 9)を走行時間として用いた．図 1 に対象区間の地図 9)を示す．また，走行台数は NEXCO

中日本が発表した，お盆時期の東名高速道路における 1 日当たりの平均断面交通量 10)と，高速道路調査会に記

載されていた 1994 年度 OD 調査結果 11)より算出した． 

以上のデータから，この区間の東名高速道路を通行するすべての貨物車が国道 1 号に迂回したと仮定し，国

道 1 号の渋滞時の走行価値と東名高速道路を通行した場合の走行価値を比較した結果，損失額は 1 日当たり約

1 億 2 千万円と算定された． 
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